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第１節　交流や連携、町民参加の推進
１．国際・地域間交流

現状と課題 ◆本町は、国内交流として、岩手県軽米町と姉妹町を提携しているほか、静
岡県下田市観光協会と観光提携を行い、地域間交流を進めています。その
ほか、音更にゆかりのある人たちがふるさと音更札幌会と東京音更会を組
織して、互いに交流を深めています。

◆国際交流については、十勝インターナショナル協会の会員として、十勝地
域における国際交流、国際協力の推進や人材育成、地域の国際的機能の充
実をはかっています。近年は国際交流の実績が少ないため、今後、同協会
事業の活用拡大を進めることが必要です。

◆町の海外視察研修は、農政関係で実施されているほか、現在は行われてい
ません。

◆人材育成や教育・文化・経済振興に成果がある地域間交流は、まちづくり
を進めるために重要な要素であり、成果のある交流が求められています。

◆地域間交流は、交流相手とのタイミングや相互調整が必要であり、交流の
内容によって対応や体制を考えていくことが重要です。

軽米町姉妹締結30周年記念町民交流会
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めざす方向  他地域との連携、交流により、地域の活性化や人づくりを進めます。
 国際交流の推進や国際化に対応したまちづくり、人づくりを進めるととも
に、それらの取り組みを、地域の活性化に結びつけていきます。

施 策

⑴ 国内における
地域間交流の
推進

①姉妹町、姉妹温泉、ふるさと会などを通じた、幅広い交流を町民レベルで
進めます。
②産業をはじめさまざまな分野やテーマで交流する地域や団体などの活動を
支援します。

⑵ 移住・定住の
促進

①豊かな自然や都市の利便性、モール温泉など本町の魅力発信に努めます。
②北海道移住促進協議会や十勝圏複合事務組合などと連携し、情報発信や相
談会などの事業を進めます。
③若者の出会いの場の創出など、町内の関係機関と連携し、各種事業を進め
ます。

⑶ 国際交流の
 推進

①十勝圏の国際化を推進するため、広域による国際交流・国際協力事業を進
めます。
②十勝インターナショナル協会を核に、各団体や市町村間のネットワークづ
くりを進めます。
③国際交流団体の育成を進めます。

⑷ 国際化に対応
したまちづく
り、人づくり

①外国人の招致や留学生､ 研修生の受入を充実させ､ 町民との交流機会を拡
充させます。
②生涯学習と連携した外国語教育などの充実に努め、国際社会の一員として
の役割を果たすことのできる人材を育成します。
③外国人居住者や観光客に情報を提供するため、外国語を用いた情報発信の
充実に努めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 姉妹町視察研修の
参加者数

小学生の軽米町派遣事業
の参加者数 23人 H21 22人 H26 23人 H32

⑵ 転入から転出を差
し引いた人口

年度末（３月末）におけ
る転入から転出を差し引
いた人口

転入 1,947人
転出 1,771人
差引 176人

H22
転入 1,796人
転出 1,754人
差引 42人

H26 差引  200人 H32

⑶ 十勝圏国際交流事
業参加者数

十勝圏域において実施す
る国際交流事業参加者数 4,194人 H21 3,962人 H26 4,000人 H32

⑷

十勝圏国際交流学
習の参加者数

高齢者大学・大学院にお
ける交流学習の参加者数 80人

H18～
H21

（平均）
92人

H23～
H26

（平均）
100人

H27～
H32

（平均）

町勢要覧の発行 一部を英語表記した町勢
要覧の発行 36ページ H21 36ページ H26 36ページ H32
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２．コミュニティ

現状と課題 ◆本町には181の行政区があり、町民と町を結ぶ重要な組織になっています。
◆町内会活動は、地域の結びつきを支える重要な役割を担っています。しか
し、平成26年度の町内会への加入率は66.6％で、特にアパートやマンショ
ンがある市街地の加入率が低調です。また、町全体では町内会加入者の高
齢化が進んでいることから、地域活動に与える影響が懸念されます。
◆「潤いと思いやりの地域づくり事業」を通じて、各地域で自主的に行われ
るコミュニティ事業や自主防災組織活動を支援しています。
◆広報紙では、ふるさと通信員を通じて、地域の情報を掲載しています。地
域に根ざした広報活動を進めるためには、より多くのふるさと通信員の確
保が必要です。
◆地域会館は、施設の老朽化に伴い、長寿命化を目的とした改修を計画的に
進めていくことが必要です。

めざす方向  町民と情報を共有し相互理解を深め、地域の自主性を尊重したコミュニテ
ィ活動を促進します。
 地域に対する町民の関心をより高めるため、地域に根ざした情報集約・発
信を進めます。
 地域の自主的なまちづくりへの参加が促進される支援を積極的に行いま
す。

施 策

⑴ 情報共有、
 意見交換の場
の充実

①町民と町の情報共有、意見交換の機会として、まちづくり懇談会など対話
の場づくりを広めます。
②情報の共有を進めるため、町民参加型の情報集約・発信の充実に努めます。

⑵ コミュニティ
活動の促進

①コミュニティ活動を支える人材を増やすため、学習機会や相互の交流機会
などの充実をはかります。
②地域主体の協働のまちづくりを促進するため、地域が自主的に行う環境整
備活動や地域福祉活動などを支援します。
③町内会への加入を促進するとともに、町内会規模の適正化、町内会相互の
情報共有を促進します。
④コミュニティ施設の維持管理や計画的な整備、改修を進めます。
⑤官民を問わず設置できる「まちの駅」など、民間事業者等と連携してコミ
ュニティ活動や交流の場づくりに努めます。

  目 標 指 標
目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

まちづくり懇談会の
実施回数

地域毎の複数町内会で組織する
地区連絡協議会等と行う「まち
づくり懇談会」の実施回数（年間）

５回 H22 11回 H26 11回 H32

ふるさと通信員欄の
掲載回数

広報紙に「ふるさと通信員」の
取材による地域の話題を掲載 12回 H22 12回 H26 12回 H32

⑵

地域会館、コミュニ
ティセンターなどの
利用者数

地域会館およびコミュニティセ
ンター（２か所）、総合福祉セ
ンターの利用者数（年間、葬儀
を除く）

272,979人 H21 262,917人 H26 320,000人 H32

「潤いと思いやりの地
域づくり事業」の申
請件数

町内会組織などを中心とする
「潤いと思いやりの地域づくり
事業」の申請件数（年間）

211件 H21 273件 H26 273件 H32

町内会加入率 町内会の加入率 69.4％ H22 66.6％ H26 66.6％ H32
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３．町民参加

現状と課題 ◆本町は、平成18年度に「まちづくり基本条例※」を制定し、町民、議会、
町が情報を共有すること、まちづくりは町民一人ひとりの参加のもとに進
めること、適切な役割分担によってまちづくりを進めることなどを改めて
示しました。条例で定めた町民との協働をより一層進め、情報の提供方法
の改善など、町民が一層まちづくりに参加しやすい方策を検討することが
必要です。

◆まちづくりに関する計画を策定する際には、審議会などを設置するととも
に、委員の一般公募を行い、広く町民から意見を聴くように努めています。
今後さらに、少子高齢社会が進み、地域で生じるさまざまな課題を解決し
ていくためには、地方分権社会における地域のあり方として、これまで以
上に町民と町が情報を共有し、一体となってまちづくりを進めていくこと
が必要です。

※まちづくり基本条例：町民、議会、町が情報を共有することで、まちづくりは町民一人ひと
りの参加のもとに進めることなど、まちづくりを進めるうえでの基本的な考え方を示してい
ます。

めざす方向  町民自治によるまちづくりを進めるため、協働のまちづくりに対する理解
と参加を促進します。

施 策

⑴ まちづくりの
場への町民参
加の促進

①まちづくりに関するさまざまな分野やテーマにおいて、「パブリックコメ
ント※制度」の実施をはじめ、ワークショップ※、出前講座などを開催し、
町民参加を進めます。

※パブリックコメント：町など公の機関が規則や条例、計画などをつくる際に、広く意見
や改善案などを求めることです。

※ワークショップ：地域に係るさまざま人が集まり、誰か一人に頼るのではなく、みんな
が意見を出し合い、出された意見をまとめて、ものづくりの方針を決める会合です。

②各種審議会委員などへの一般公募を推進するとともに、現在参加が低調な
若者の参加を促進します。

⑵ 町民の自主的
なまちづくり
活動の促進

①まちづくりに必要な情報を町民と町が提供し合い、共有します。
②まちづくりに関わる各種組織を把握し、活動の支援や組織相互の交流促進
に努めます。

  目 標 指 標
目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

審議会など、まちづ
くりに意見を提言す
る機会に参加したい
と思う町民の割合

まちづくり町民アンケート
（｢そう思う、やや思う｣ と回答
した割合）

37.9％ H20 29.1％ H26 50.0％ H32

⑵
「潤いと思いやりの地
域づくり事業」の総
申請件数

町民主体のまちづくりを実施す
るため「潤いと思いやりの地域
づくり事業」の申請件数（年間）

211件 H21 273件 H26 273件 H32
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４．男女共同参画

現状と課題 ◆本町は、「まちづくり基本条例」で男女共同参画の推進を定めています。
男女共同参画を具体的に進めていくため、平成26年度に「おとふけ男女共
同参画プラン」を策定し、この計画に基づいた取り組みを行っています。

◆審議会などに占める女性委員の割合が全体の30％となることを目標に、女
性の登用に取り組んでいます。男女双方の意見が反映されるよう、町が設
置する審議会などへの女性委員の登用をさらに進めていくことが必要で
す。

◆近年は、配偶者やパートナー間での暴力（ＤＶ※）が社会的な問題となっ
ており、高校生の被害など、その若年化も指摘されています。本町でも、
予防を含めた対策を検討することが必要です。

◆仕事、家庭、地域生活などの調和を保ちながら生活する「ワーク・ライフ・
バランス」の大切さが認識されるなか、本町でも男女それぞれが家庭と仕
事を両立できるように支援していくことが必要です。

※ＤＶ：配偶者やパートナー間での暴力を「ドメスティック・バイオレンス」といい、頭文字
をとって「DV」ともいいます。
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①家庭生活において

②職場で

③学校教育の場で

④政治の場で

⑤法律や制度の上で

⑥社会通念や慣習で

⑦地域活動（町内会など）で

⑧社会全体で

男女の地位は平等になっているか（男女共同参画に関する町民アンケート/平成26年実施） 

男性優遇 どちらかといえば男性優遇 平等 どちらかといえば女性優遇 女性優遇 わからない・無回答
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めざす方向  協働のまちづくりを進める基本として、性別を問わず誰もが能力を発揮し
てあらゆる分野に参画できる男女共同参画社会の実現をめざします。

施 策

⑴ 人権の尊重を
基本とする

 男女共同参画
の意識づくり

①家庭、学校、地域における男女平等の視点に立った教育を進めます。
②男女共同参画の認識を深めるため、広報・啓発の充実に努めます。
③男性にとっての男女共同参画を進めるため、啓発や学習活動の充実に努め
ます。
④女性の人権を尊重する認識の浸透に努めます。

⑵ 男女がともに
あらゆる分野
に参画できる
まちづくり

①政策、方針決定過程への女性の参画を促進します。
②まちづくりにおける男女共同参画を促進します。

⑶ 男女がともに
いきいきと

 働ける環境
 づくり

①仕事と家庭の調和（ワーク・ライフ・バランス）の普及・浸透や家庭生活
への男女共同参画を促進し、男女がともに働くための環境整備に努めます。
②子育て支援・介護支援体制の充実に努めます。
③関係機関と連携し、就労における男女平等を促進します。
④関係機関と連携し、就業支援体制や学習機会の充実に努め、就業機会の促
進に努めます。
⑤経営活動等における男女共同参画の促進に努めます。

⑷ 男女がともに
心豊かに安全
に安心して

 暮らせる環境
づくり

①女性に対するあらゆる暴力や嫌がらせの根絶に努めます。
②男女の生涯を通じた健康保持のため、健康づくり・食育を進めます。
③男女共同参画の視点を取り入れ、誰もが安心して暮らせる環境整備を進め
ます。
④男女が心豊かな生活を送ることができるよう多様な学習ニーズに対応した
生涯学習の機会を提供します。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴
男女の地位が平等に
なっていると感じて
いる町民の割合

H25年男女共同参画に関する町
民アンケート（「平等」と回答
した割合）

－ － 16.2％ H25 30.0％ H32

⑵ 女性委員の登用率 各種審議会などへの女性委員の
登用割合 24.2％ H21 24.2％ H26 40.0％ H32

⑶

生活の中で仕事と家
庭の両方を優先する
町民の割合

H25年男女共同参画に関する町
民アンケート（「仕事と家庭優
先」と回答した割合）

－ － 17.5％ H25 30.0％ H32

パパママ教室のパパ
の参加率

パパママ教室への参加者全体に
占める父親の割合 19.7％ H21 42.9％ H26 50.0％ H32

⑷
ＤＶ（身体的な暴力）
をされたことのある
町民（女性）の割合

H25年男女共同参画に関する町
民アンケート（「ある」と回答
した割合）

－ － 15.8％ H25 8.0％ H32

関係する町の計画 　●おとふけ男女共同参画プラン
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第２節　行財政運営の推進
１．広報、広聴、情報公開

現状と課題 ◆本町は、毎月１回広報紙を発行し、町民にわかりやすい表現を用いて、暮
らしに関わる情報のほか、町政の重点施策や制度に関する情報の提供に努
めています。本町に関する情報を入手する手段として多くの町民が広報紙
を利用しており、今後も、どの年齢層にも見やすくわかりやすい紙面づく
りが求められています。また、町内会未加入者などへの配布方法を検討す
る必要があります。
◆本町のホームページについては、平成22年に全面的にリニューアルしまし
た。今後も、利用者を意識した、見やすく、探しやすく、わかりやすいデ
ザインや情報提供に努めていくことが必要です。また、現在、ホームペー
ジがスマートフォン対応となっていないため、「画面サイズが小さく文字
が小さい」、「リンクを押しにくい」といった課題があります。今後は、運
用面の操作性などを調査しながら、システムの再構築も含めて検討する必
要があります。
◆近年、若者を中心に利用者が急増しているＳＮＳ（ソーシャルネットワー
キングサービス）※を活用した情報提供について、より有益な利活用方策
や運用面の課題などをふまえて検討していく必要があります。
◆インターネット環境を活用できない方やパソコンを持たない方などに対し
て、暮らしに役立つ行政情報の提供を検討する必要があります。
◆町の情報を外国人にも提供するため、町勢要覧の英語版を作成しています。
◆地域との意見交換や要望を把握するために「まちづくり懇談会」を開催し
ているほか、「町政声のポスト」を通じて、広く町民の意見、要望を聴い
ています。
◆町の基本的な政策（計画や条例）に広く町民の意見などを反映するため、
各種説明会や「パブリックコメント※制度」などを実施しています。より
多くの意見などを聴くため、制度の周知や機会の充実をはかることが必要
です。
◆「情報公開条例」に基づき、町が保有する情報の公開を進めています。
◆町民法律相談や人権・行政・暮らしの相談を実施し、町民の悩み事相談に
対応しています。今後も相談窓口のＰＲ、プライバシーの配慮などに努め
ることが必要です。

※ＳＮＳ（ソーシャルネットワーキングサービス）：インターネット上の交流を通して社会的ネ
ットワーク（ソーシャルネットワーク）を構築するサービスのことです。

※パブリックコメント：町など公の機関が規則や条例、計画などをつくる際に、広く意見や改
善案などを求めることです。

めざす方向  町の情報を積極的かつわかりやすく提供できるように努めるとともに、町
民の声を広く取り入れる機会やしくみの充実をめざします。
 町民と町が情報を共有するため、積極的な情報の公開に努めます。
 ホームページを通じた広報、広聴、情報発信など、インターネットを有効
に活用します。
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施 策

⑴ 広報紙の充実 ①町民にとって見やすい、わかりやすい広報紙となるよう、町民のニーズを
ふまえた情報提供、紙面づくりに努めます。
②町内会の未加入者にも広報紙が配布できる方法について検討します。
③町勢要覧の内容の充実に努めます。

⑵ 広聴、相談体
制の充実

①広聴手段を充実させるため、町民から広く意見などを聴く機会とそのしく
みの充実をはかります。
②法的問題など専門的な相談に対応できるよう、弁護士などによる相談を実
施します。
③人権、行政、暮らしに関する悩みに対応できるよう、相談体制を充実させ
ます。

⑶ 情報公開の
 推進

①情報公開条例に基づき、町の情報の積極的な公開に努めます。

⑷ ホームページ
の充実、イン
ターネットの
活用

①広報手段としてホームページがより一層活用されるよう、内容の充実と管
理、見やすさの向上などに努めます。
②インターネットを広聴手段として有効に活用できるよう、意見を幅広く受
け入れるしくみの充実をはかります。
③双方向性機能の整備をめざし、インターネット、ホームページなどを活用
したシステムづくりを進めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴

「広報紙やホームペー
ジなどの情報提供」
の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

86.0％ H20 86.5％ H26 87.0％ H32

広報紙を読む町民の
割合

まちづくり町民アンケート（広
報紙を「読んでいる」｢興味の
あるところは読んでいる」と回
答した割合）

93.0％ H20 88.1％ H26 100.0％ H32

広報紙を配置してい
る施設数

広報紙を配置している町内の主
な公共施設等の数 31か所 H20 32か所 H26 32か所 H32

⑵

まちづくり懇談会の
実施回数

地域毎の複数町内会で組織する
地区連絡協議会等と行う「まち
づくり懇談会」の実施回数（年
間）

５回 H22 11回 H26 11回 H32

行政区・町内会など
地域からの要望書の
提出

地域からの要望書の提出（年間） ４件 H22 ５件 H26 ５件 H32

⑶ パブリックコメント 町広報紙に掲載されたパブリッ
クコメント案件の件数（年間） １件 H20 ５件 H26 ５件 H32

⑷

ホームページアクセ
ス数

町ホームページへの年間アクセ
ス数 267,717件 H21 391,646件 H26 510,000件 H32

「広報紙やホームペー
ジなどの情報提供」
の満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

86.0％ H20 86.5％ H26 87.0％ H32

ホームページからの
投稿

ホームページ上に開設している
町への意見・質問コーナー「み
んなの声」の件数（年間）

33件 H22 46件 H26 46件 H32
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２．行政運営

現状と課題 ◆本町は、平成10年度から行政改革に取り組み、平成13年度から３年間で事
務事業全体を見直し、特に３大改革として、サイクリングターミナルの廃
止、保育園の民営化、国保診療所の廃止を実施しました。旧国保診療所は、
平成19年度から民間の診療所として施設を貸付しているとともに、平成27
年度からは、学童保育所の民営化を実施しています。本町を取り巻く環境
も複雑多岐にわたり、町民ニーズも多様化していることから、今後も事務
事業の見直しとともに、社会・経済情勢の変化や行政ニーズに対応した行
政運営が必要です。
◆職員数については、人数の適正化に取り組み、「指定管理者制度」や保育
園の民営化を進め、職員数の抑制に努めてきたところでありますが、制度
改革や新規事業の創設等により増大する新たな事務や権限委譲に対応し、
平成26年度より導入している職員の再任用制度の運用も考慮に入れ、組織
見直し等の検討や事務事業量に応じた職員の適正な配置に努めるととも
に、職員の事務処理能力の向上を進めることが必要です。
◆各種計画を策定する際は、横断的な庁内検討委員会を設置し、縦割りによ
る弊害を招かないよう、横の連携や情報共有に努めています。今後も必要
に応じ横断的な組織をつくることが必要です。
◆事務の迅速な処理と効率的な執行のため、戸籍などの事務の電算化や情報
通信・技術の活用を進めています。今後も技術進歩を活かし、事務の効率
化やサービスの向上に努めることが必要です。
◆行政評価については、平成24年度から施策および事務事業を内部で評価す
るしくみを整えるとともに、町民の目線から客観的な評価を行うため、「音
更町総合計画推進委員会」を設置し、外部評価を行っています。また、平
成24年度より、職員の育成を目標とした「人事評価制度」を全職員対象に
導入していますが、平成28年度より地方公務員法においてこの制度が義務
付けられることから、今後はさらに評価手法を充実させていく必要があり
ます。
◆北海道から293の事務が権限移譲されています。今後も、権限移譲が町民
の利便性やサービスの向上につながるよう、推進体制を整えていくことが
必要です。
◆町民窓口業務は、毎週火曜日を午後７時まで延長するとともに、木野支所
の窓口体制を充実させるなど、行政サービスの向上に努めています。来庁
者によっては、手続きや相談事が複数の窓口にまたがり時間を要すること
もあるため、平成24年度からワンストップ窓口サービスを実施しています
が、業務の改善により更なるサービスの向上をはかることが必要です。
◆木野支所については、窓口ニーズが複雑で多様化しています。本庁、各担
当課との連携、研修会等を通じて職員の資質向上をはかり、より一層のサ
ービス向上が必要です。

めざす方向  行政ニーズに応じた効率・効果的な行政運営を進めます。
 広く町民の声を聴き、まちづくりへの町民参加を積極的に進めます。
 高い意識と強い意欲を持つ職員の養成と能力開発に努めるとともに、社会・
経済情勢や行政ニーズに応じた組織・機構づくりに努めます。
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施 策

⑴ 行政改革の
 推進

①社会・経済情勢の変化や行政ニーズに柔軟に対応できるよう、必要に応じ
て組織機構を見直します。
②課題解決や政策立案が円滑に行えるように町民参加と庁内の横断的な連携
により、必要に応じて審議会やプロジェクトチームなどを設置します。
③多様化、高度化する行政事務や地方分権に対応できるよう、事務事業の見
直しとともに適正な人員配置に努めます。
④行政運営の効率化をはかるため、情報技術の活用を進めます。

⑵ 行政評価シス
テムの推進

①行政評価システムがより効果的に機能するよう、常に手法やしくみを検証
し、ＰＤＣＡサイクル※の実践に努めます。

※PDCAサイクル：進行管理を計画(plan)、実行(do)、点検・評価(check)、改善
(action)の順に進めていくシステムのことです。

⑶ 行政サービス
の充実

①事務や町民に対する情報提供、行政サービスの迅速化をはかるため、情報
通信の活用に努めます。
②町民ニーズを的確に把握し行政サービスに反映できるよう、職員の資質向
上と意識改革をはかります。
③より効率的な事務事業を進めるため、必要に応じて外部委託を進めます。
④町民の利便性やサービスの向上につながる権限移譲を受け入れるととも
に、国や北海道に対し、人材や財源の確保を要請します。

⑷ 窓口サービス
の充実や環境
の向上

①窓口業務の効率化およびワンストップ窓口サービスの推進により、町民サ
ービスの向上をはかります。
②木野支所の利便性をさらに高めるため、機能の充実に努めます。
③庁舎の耐震化や改修を計画的に進めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 審議会数 町が設置している審議会数（広
域の審議会を含める） 18 H21 34 H26 40 H32

⑵ 外部評価対象施策数 総合計画推進委員会において評
価、検証を行っている施策数 － － 58施策 H25 58施策 H32

⑶ 権限移譲件数 北海道から権限移譲を受けた事
務の件数 313件 H22 293件 H27 300件 H32

⑷
「窓口での対応や窓口
サービスの提供」の
満足度

まちづくり町民アンケート（「満
足、やや満足、普通」と回答し
た割合）

80.3％ H20 82.5％ H26 100.0％ H32
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３．財政運営

現状と課題 ◆本町は、平成17年度から５年間の財政健全化に取り組み、現在も計画の趣
旨をふまえ行財政の効率的な運営に取り組んでいます。経済の先行きが不
透明ななか、地方交付税や国庫補助金などの見直しが進められるとともに、
自主財源である税収などの大きな伸びは期待できない状況です｡ 健全な財
政運営を進めていくためには、施策、事業の重点的選択による実現可能な
計画を策定し、実施していくことが重要です。

◆一方、地方分権の推進によって、国や北海道からの事務事業の権限移譲や
多様な町民ニーズへの対応などが求められており、財政運営はますます厳
しくなっています。

◆町税などの滞納整理事務の一部は、平成19年度から十勝市町村税滞納整理
機構で行っています。

◆町民に広く町の財政を理解してもらうため、決算状況などを掲載した「ま
ちの台所」を発行しています。また、「新地方公会計制度」に基づく財務
情報を公表しています。引き続き、町の財政の現状と課題をわかりやすく
伝えていくことが必要です。

めざす方向  将来にわたって自らの判断と責任のもと、安定的な財政運営を行っていく
ため、自主財源の確保をはかるとともに、限られた財源を効率的かつ効果
的に活用し、健全な財政運営に努めます。

20, 735,624

16,697,676

15,532,004

17,247,228

18, 026,800

18,659,730

20,514,586

16,422,309

15,249,058

16,906,243

17,570,835

18,398,841

0      5,000,000   10,000,000 15,000,000       20,000,000      25,000,000

平成12年度

15年度

18年度

21年度

24年度

26年度

（千円）

歳入

歳出

一般会計・歳入歳出決算額の推移（決算参考資料）
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施 策

⑴ 財政の充実と
確保

①町税の収納率を向上させるため、納税意識の高揚をはかるとともに、徴収
体制の強化に努めます。
②地方交付税の安定配分など、地方分権に即した財源区分の見直しを関係機
関に要請します。
③受益者負担の原則のもと、使用料、手数料、負担金などの料金体系を必要
に応じて見直します。
④計画的な基金への積立てや自主財源の確保に努めます。

⑵ 健全な財政運
営の推進

①経常的経費の縮減をはかるため、管理経費の節減合理化や事務事業の見直
しを進めます。
②緊急性、優先度を見極めた財源投資、適正な規模や維持管理費の財政負担
をふまえた施設整備に努めます。
③財政収支の中長期的計画を策定し、健全な財政運営に努めるとともに、成
果をわかりやすく公表します。
④「新地方公会計制度」に基づく財務書類を作成して、財務情報の公表に努
めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 町税収納率(一般会計
分)

一般会計(住民税、固定資産税、
軽自動車税、たばこ税、入湯税）
の現年度収納率

98.0％ H20 98.5％ H26 98.7％ H32

⑵

実質公債費比率

借金の返済額がどの程度かを示
す比率。比率が高いほど財政状
況が悪いことを示し、25％を超
えると財政健全化計画を策定す
る必要がある。

15.0％ H20 10.9％ H26 11.0％ H32

経常収支比率
人件費・扶助費・公債費などの
経常的経費がどの程度かを示す
比率。比率が低いほど、財政に
弾力性があることを示す。

84.9％ H20 88.7％ H26 86.5％ H32

関係する町の計画 　●音更町財政運営計画
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４．広域行政

現状と課題 ◆十勝管内19市町村で構成する十勝圏複合事務組合では、広域的な振興計画
の策定のほか、十勝市町村税滞納整理機構の設置など、事務の共同処理を
しています。また、平成28年度からは、同じく19市町村で構成するとかち
広域消防事務組合において消防事務の共同処理が開始されます。このほか、
ごみ・し尿処理、水道なども、一部事務組合を組織して事務を共同処理し
ています。

◆帯広圏都市計画区域を４市町（帯広市、芽室町、幕別町、音更町）で定め、
都市間交通網や都市計画の調査、研究を連携して進めています。

◆北十勝４町（鹿追町、士幌町、上士幌町、音更町）では、北十勝障害支援
区分認定審査会、北十勝介護認定審査会を設置し、各制度の認定審査を行
い、適切な運営に努めています。また、北十勝４町広域観光振興連絡協議
会を設置し、道東自動車道を利用した道央圏からの誘客事業などを展開し
ています。平成25年には北十勝４町国道整備促進期成会を設置し、本町の
国道241号の木野地区の交通事故対策に向けた要請等を行っています。

◆広域連携による観光振興を推進するため、池田町、広尾町と連携し、それ
ぞれの観光資源を活かした観光客誘致事業に取り組んでいます。

◆新たな広域行政として、十勝管内19市町村では、平成23年度から十勝定住
自立圏※を推進しています。今後も共通の課題に広域で取り組んでいくた
めに、分野ごとの連携を強化するとともに、広域事業を推進する制度の活
用を検討し、取り組んでいくことが必要です。

※定住自立圏：「中心市」と「周辺市町村」で圏域をつくり、「中心市」の都市機能と「周辺市町村」
の農林水産業、自然環境、歴史、文化など、それぞれの魅力を活用することにより、圏域全
体で必要な生活機能を確保し、地方圏への人口定住を促進するという、広域行政の取り組み
です。

めざす方向  各分野において市町村間の連携や情報交換を行い、事業の効率化や効果が
期待できるものについては、広域化を進めます。

施 策

⑴ 広域行政の
 推進

①現在進めている各分野での共同事業を円滑に進め、連携を強化します。
②広域的な行政課題に対し、関連市町村と連携した取り組みを進めます。
③地方分権の進展に伴い、広域行政体制を検討します。
④広域事業施策の検討が効果的に行える、職員の交流、情報交換を進めます。

  目 標 指 標

目標指標名 説　　　明 当初数値 年度 中間数値 年度 目標数値 年度

⑴ 広域行政事務数 他市町村と連携して新たに進め
る広域行政事業数 － － ３件 H26 ３件 H32
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